
1 
 

平成２８年度港湾労働衛⽣強調⽉間実施要領 
港湾貨物運送事業労働災害防⽌協会 

１ 趣旨 
港湾貨物運送事業における⾃主的な労働衛⽣管理活動を促進し、職場における労働者の健康確保と快適な職

場環境の形成を推進するため、当協会は、全国労働衛⽣週間（10⽉1⽇から7⽇まで）に呼応して、昭和51年度
から「港湾労働衛⽣強調⽉間」(以下「強調⽉間」という。)を設け、積極的な取組を展開しています。 

労働者の健康を巡る問題を⾒ますと、平成27年度の脳・⼼臓疾患の労災⽀給決定件数が251⼈、精神障害の
労災⽀給決定件数が472⼈となっていること、勤務問題を原因・動機の⼀つとしている⾃殺者が約2,200⼈いる
こと、近年我が国において過労死等が多発し⼤きな社会問題となっていることなど、職場におけるメンタルヘ
ルス対策や過重労働による健康障害防⽌対策は重要な課題となっています。 

また、業務上疾病の被災者は⻑期的に減少し、平成27年は前年から47⼈減少して7, 368⼈となった。疾病別
では腰痛が74⼈減少したものの、4,550⼈と依然として全体の６割を超え、熱中症については、前年から41⼈
増加して464⼈となり、近年400〜500⼈台で⾼⽌まりの状態にあります。 

このような状況を踏まえ、平成26年6⽉に公布された改正労働安全衛⽣法により、①ストレスチェック制度
の創設によるメンタルヘルス対策のより⼀層の充実、②表⽰義務の対象となる化学物質の範囲の拡⼤と、⼀定
の危険・有害な化学物質に対するリスクアセスメントの実施による化学物質管理、③職場における受動喫煙防
⽌対策等を推進し、業務上疾病の発⽣を未然防⽌するための仕組みが充実されました。 

また、平成26年11⽉に施⾏された過労死等防⽌対策推進法及び「過労死等の防⽌のための対策に関する⼤綱
」(平成27年7⽉閣議決定)に基づき、過労死等がなく、仕事と⽣活を調和させ、健康で充実して働き続けること
のできる社会の実現に寄与することが求められています。 

平成28年度は、誰もが安⼼して健康に働くことができる港を実現するための第12次労働災害防⽌計画（平成
25年度から29年度までの５か年計画）の第4年度に当たりますが、当強調⽉間においては、ストレスチェック
等のメンタルヘルス対策の充実、労働衛⽣に留意したリスクの低減対策の実施を始め次の事項を重点に、職場
における労働衛⽣意識の⾼揚を図り、⾃主的な労働衛⽣管理活動の⼀層の促進を図ることとします。 

２ 重点事項 
（１）ストレスチェック制度に係る取組等メンタルヘルス対策の推進 
（２）労働衛⽣管理体制の整備と衛⽣委員会の活動の活性化、労働衛⽣に留意したリスク低減対策の実施 
（３）過重労働による健康障害を防⽌するための恒常的な⻑時間労働の抑制、⻑時間労働した者に対する医師に

よる⾯接指導等を含む健康診断等と的確な事後措置の実施 
（４）職場における腰痛予防対策指針による腰痛の予防及びＷＢＧＴ値の計測等による熱中症予防対策の徹底 
（５）危険物⼜は有害物事前連絡表の提出(事前把握）の徹底等による安全作業の励⾏ 
（６）酸素⽋乏症の防⽌対策の徹底及び⽯綿取扱い作業従事者（退職者を含む。）に対する健康診断の実施等⽯綿

障害の予防及び健康確保対策の徹底 
（７）職場の快適化の推進及び⾼齢者に配慮した労働衛⽣対策の推進 
３ スローガン 「健康職場 つくる まもるは みんなが主役」 
４ 期間  本期間10⽉1⽇から10⽉31⽇まで 

なお、9⽉1⽇から9⽉30⽇までを準備期間とする。 
５ 主唱者 港湾貨物運送事業労働災害防⽌協会 
６ 実施  会員事業場 
７ 後援  厚⽣労働省、国⼟交通省 
８ 協賛  ⼀般社団法⼈⽇本港運協会、⼀般社団法⼈⽇本倉庫協会 
９ 賛助  賛助会員港湾管理者、⼀般社団法⼈⽇本船主協会、外国船舶協会 
１０ 実施事項 
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（１）協会本部 
① 全国労働衛⽣週間の⾏事に協賛する。 
② メンタルヘルス対策等健康確保対策に関する安全衛⽣セミナーを開催する。 
③ 強調⽉間実施要領を配布し、その趣旨の徹底を図る。 
④ 強調⽉間の実施を推進するため、関係機関及び諸団体に協⼒を要請する。 
⑤ 強調⽉間⽤ポスター、のぼり等を頒布する。 
⑥ 危険物⼜は有害物事前連絡表の提出の徹底等による安全作業を指導する。 
⑦ 会員事業場の実施事項について指導、援助を⾏う。 

（２）総⽀部及び⽀部 
① 強調⽉間実施要領を会員事業場に周知する。 
② 強調⽉間の効果的な実施のため、労働衛⽣部会等を開催し、労働衛⽣に関する問題とその対策について

検討する。 
③ 危険物⼜は有害物事前連絡表の提出の徹底等による安全作業を指導する。 

（３）会員事業場 
⽇常の労働衛⽣活動の総点検を⾏い、次に掲げる事項等の具体的な実施計画を定め、労働衛⽣⽔準のより

⼀層の向上及び労働衛⽣意識の⾼揚を図るとともに⾃主的な労働衛⽣管理活動の定着を⽬指し、準備期間及
び強調⽉間中積極的に推進する。 
① 強調⽉間及び期間中の実施事項を全従業員に周知し、経営トップが⾃⼰の責務について認識し、以下の

事項について労働衛⽣管理体制を整備し、⾃主的な労働衛⽣管理活動を推進する。 
イ 労働衛⽣に関する年間計画の推進状況の把握と確認 
ロ 衛⽣委員会の活動の活性化 
ハ 労働衛⽣に関する作業主任者の選任と職務の励⾏ 
ニ 現場管理者の職務及び権限の明確化 
ホ 労働衛⽣管理に関する社内規程の点検とその整備・充実 
へ 労働衛⽣関係情報の収集・整理と周知 
ト 優良職場・功績者等の表彰、労働衛⽣教育、事故等緊急時の災害を想定した実地訓練等の実施 
チ 労働衛⽣分野におけるリスクの評価・低減対策の実施及びこれを基礎とする労働安全衛⽣マネジメン

トシステム導⼊の推進 
② 経営トップ⼜は総括安全衛⽣管理者による職場巡視を実施する。 
③ 健康診断の完全実施と適正な事後措置を徹底し、有所⾒率の減少に努める。 
④ メンタルヘルス対策を推進する。 

イ 事業者によるメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明及びストレスチェック実施体制の整備 
ロ 衛⽣委員会等における調査審議を踏まえた「⼼の健康づくり計画」の策定、実施状況の評価及び改善 
ハ 4つのメンタルヘルスケア（セルフケア、ラインによるケア、事業場内産業保健スタッフ等によるケ

ア、事業場外資源によるケア）の推進に関する教育研修・情報提供 
ニ 職場環境等の評価と改善等を通じたメンタルヘルス不調の予防から早期発⾒・早期対応、職場復帰に

おける⽀援までの総合的な取組の実施 
ホ ⾃殺予防週間（9⽉10⽇〜9⽉16⽇）等をとらえた職場における⾃殺対策への積極的な取組の実施 
へ 産業保健総合⽀援センターにおけるメンタルヘルス対策に関する⽀援の活⽤及び安全衛⽣セミナー等

の積極的受講 
⑤ 過重労働による健康障害を防⽌するための総合対策を推進する 

イ 時間外・休⽇労働の削減、年次有給休暇の取得促進及び労働時間等の設定の改善による仕事と⽣活
の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 
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ロ 健康管理体制の整備、健康診断の実施等 
ハ ⻑時間にわたる時間外・休⽇労働を⾏った労働者に対する⾯接指導等の実施 
ニ ⼩規模事業場における⾯接指導実施に当たっての産業保健総合⽀援センターの地域窓⼝の活⽤ 

⑥ 疾病を抱える労働者の治療と職業⽣活の両⽴⽀援対策の推進 
⑦ 職場における受動喫煙防⽌対策の推進 

イ 各事業場における現状把握と、それを踏まえ決定する実情に応じた適切な受動喫煙防⽌対策の実施 
ロ 受動喫煙の健康への影響に関する理解を図るための教育啓発の実施 
ハ ⽀援制度（専⾨家による技術的な相談⽀援、たばこ煙の濃度等の測定機器の貸与、喫煙室の設置等に

係る費⽤の助成）の活⽤ 
⑧ ⽯綿取扱い作業従事者（退職者を含む。）に対する健康診断の実施、⽯綿の製造等が完全に禁⽌されて

いない地域から輸⼊される⽯綿代替製品について、船内荷役作業を⾏う場合、⽯綿を含有していないこと
の確認の徹底等⽯綿障害の予防及び健康確保対策を実施する。 

⑨ 作業環境管理・作業管理を励⾏し、快適な職場環境の形成を図る。 
⑩ 酸素⽋乏症、熱中症等の予防対策の徹底及び換気、採光、照明等の状態の点検及び改善を図る。 
⑪ 「危険物⼜は有害物事前連絡表」、ＳＤＳ、ラベル標⽰等により危険物⼜は有害物の作業前の把握を⾏

い、それらに適合する保護具の点検・整備・着装を徹底する等、安全な作業⽅法の実施のための措置を講
ずる。 

⑫ 事業場、作業場等に労働衛⽣旗を掲揚するとともに、⽉間⽤ポスター、スローガン、のぼり等を掲げ、
労働衛⽣意識の⾼揚を図る。 

⑬ 休憩・休養設備の点検、整備を図る。 
⑭ 雇⽤管理に関する個⼈情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項に基づく適切な健康情報の

取扱いを徹底する。 
 


